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環境編 社外の評価・意見

資料編

「わたしたちは人々の求めるエネルギーを不断に提供し、
日本と世界の持続可能な発展に貢献する」という企業理念のもと、
Ｊ-ＰＯＷＥＲグループはエネルギーと環境の共生をめざして
様々な事業活動に取り組んでいます。

用語集

•J-POWERグループは、日本と世界の持続可能な発展　　　に貢献
するという企業理念のもと企業活動を進めています。社会とともに企
業の持続可能な発展・成長を目指す意を込めて「サステナビリティレ
ポート」とし、「経営」、「社会」、「環境」の3つの側面に分けて編集しました。
•対象連結子会社を含めることにより、本レポートをJ-POWERグルー
プレポートとして位置付けています。
•特集では、電力の安定供給を果たすためのJ-POWERグループの石
炭火力発電について紹介しています。
•「事業活動と環境」のINPUT・OUTPUTをはじめ環境負荷量等のデー
タについては、J-POWERグループ全体で集計し、共同出資の場合は
出資比率に応じて集計しました。
•J-POWERグループに対する課題や期待について、社外有識者よりご
意見をいただきました。（P81に掲載）
•客観的な信頼性を確保するため、新日本サステナビリティ（株）による
第三者保証を得ています。（P83に掲載）
•2011年度版レポートについて、読者アンケートを通じてご意見をい
ただきました。（P80に概要を掲載）
•より多くの方へ適切に情報を伝えられるよう、視認性・可読性に優れ
たユニバーサルデザインフォントを採用しています。

［対象期間］
2011年4月～2012年3月
（会計年度が1～12月の会社については、2011年1月～2011年12月。
また、一部記事内容は2012年4月以降のものも記載。）
［対象範囲］
J-POWERおよびJ-POWERグループ会社（企業会計上の連結子会社）
※上記以外の場合は、当該箇所にその旨を記載。
［参考にしたガイドライン］
環境省「環境報告ガイドライン2012年版」
GRI「サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン2006」  
［報告書発行履歴］ 1998年～
［発行月］ 2012年7月
［将来の見通しに関する注意事項］
本誌に掲載されている計画、戦略、見込みなどは、現在入手可能な情報
に基づくJ-POWERの判断により作成されています。したがって、今後
生じる様々な要素の変化により異なる結果になる可能性があります。

用語集

用語集

本レポートは、J-POWERホームページ「J-POWERグループサステナビリティ
レポート2012」に掲載しています。なお、経営情報のうち事業計画、財務情報
などについては「アニュアル・レポート」に掲載しています。

http://www.jpower.co.jp

編集方針
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